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〈特別企画〉
日本から死刑を廃止するために
Forum for the Abolition of Death Penalty in Japan
専修大学今村法律研究室
緊急フォーラム
　本稿は，2014年10月19日（日）に，専修大学で開催されたフォーラムの
一部を活字にしたものである。フォーラムのテーマは，「無辜の民が犯人に仕
立て上げられ，そして，吊される。死刑制度に合理性はあるのか？　改めて，
死刑制度について考えてみる必要がある。」ということである。その内容を活
字にすることにより，改めて、私たちの想いを届けたいと願うものである。本
講 演 に 際 し て，KELNER Richard（EEAS-TOKYO） 氏 に は， 講 演 者 の
DAVID Milliot 氏を紹介していただき，また，講演の映像（DVD）は，作家
の白砂厳氏から提供していただいた。記して各位に厚く感謝を表したい。
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なぜ，死刑制度は廃止されなければならないのか？
（基調報告）
“The Death Penalty is no longer any reason for existence”
菊 田 幸 一（弁護士，明治大学名誉教授）
　1．日本国憲法と死刑存置論について
　私は，30代の時から死刑問題に関心を持って50年間以上研究してきました。死刑
問題は，必ずしも哲学者から始まるものではなく，その専門とは関係なく，あらゆ
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る者，例えば文豪であるド
ストエフスキーを含めて，
法学者，哲学者などが論ず
ることができます。また，
このテーマは，古今東西，
取り上げられてきました。
　私は，法律学者ですので，
法的観点から論じたく思い
ますが，死刑の問題は，単
なる法解釈の対象となるに
とどまらず，もっと深淵なものがあるわけです。これから，そのような意味で，日
本における死刑制度の基本的なあり方について，お話をするためには，歴史観とか
世界観という基本的な理解が不可欠です。
　私は，大学の法学部において，あまり純粋な解釈学に興味がありませんで，昔は，
刑事政策と呼ばれた領域，犯罪学，USA では社会学としてのクリミノロジーを研
究いたしてきました。
　日本国憲法における死刑の存置については，現在でも議論とされております。改
めてここで整理してみたいと思い研究して参りました。私が明治大学にいた頃に，
法学部に，刑法学者でもあり，法哲学者でもある東北大学から赴任された木村亀二
教授より，当時法務省にいた私は，招聘され，くしくも木村先生に師事することに
なりました。木村先生は，日本国憲法における死刑の存置について，極めて大胆な
考え方をお示しになりました。つまり，憲法13条の個人の尊厳，基本的人権から見
て，31条の条項を導入したこと自体が間違っているというのです。憲法31条の基本
的姿勢は，罪刑法定主義を示したものにすぎないのである，死刑についても，法律
によらなければならないのであり，事情は同一であるというのです。法哲学の泰斗
であられた木村先生のこの考え方は，彼によれば自然であるとしても，一般的には，
受け入れられなかったのです。また，法学者からも理解されるまでには至っており
ません。しかし，私は，思うのです。これは，やむを得ないことであり，法律も日
本国憲法も矛盾していると。終戦後，とにかく，余程のことでもなければ，死刑を
菊田幸一氏
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廃止することなどできない。特に，わが国は，国家体制を維持する必要上，また，
天皇制を維持することからはじまっているのですが，そこから出発すると，例えば，
内乱罪，外患罪による国家の転覆を阻止するためには，当時としては，国家体制を
否定する行為に対しては，死刑を存置することが当然不可欠であったのです。
　今日，アフリカの新興国でも，国家転覆のような犯罪には，死刑を存置していま
す。国連の基準では，このような犯罪には死刑を例外として認めています。殺人罪
の様な犯罪に対する死刑ではないので，この国を死刑廃止国と見なすとしているの
です。日弁連においてお話をしたときに，私はある弁護士から，このように死刑廃
止に例外があってはならないという批判を受けましたけれども，私は，国連がこの
ような例外を認めていることを事実として述べているのです。
　ここでいう例外とは，ある殺人に死刑が該当し，別の殺人に死刑が該当しないと
いうようなことではありません。日本国憲法は，このような前提として死刑の存置
は止むをえないということから出発しているということです。
　昭和23年３月12日の最高裁の大法廷判決（刑集２巻３号191頁）は，死刑が違憲で
ないとしました。この判決，「生命は尊貴である。一人の生命は地球より重い」で
知られる判決には，島保外３名が補充意見を，井上登の意見が付けられております。
そして，最高裁判決も，時代の推移により，解釈により，国民の努力により，死刑
も違憲ともなりうるとしました。しかし，私には，憲法を改正しようというような
思い上がりもありません。このような改正は，いわば，空理空論です。「死刑は悪だ」
ということは，机上の空論であり，誰も相手にしてくれません。現実問題として，
日本から死刑を廃止しなければなりませんが，そのためには，法律も廃止しなけれ
ばならないのです。私が，生きている間にこのような廃止ができるとは到底思われ
ません。したがって，現状で可能なことは，死刑の執行を停止しなければなりませ
ん。そして，それは，現状でも可能ではないかと考えております。１歩後退しても，
２歩前進することで，遅遅としながらも，この実現のために前進することが必要で
ある，今日とは，そのような状況であることを理解いただきたいと思います。
　2．国家が死刑存置の根拠としている，世論と被害者感情
　そのような背景の中で，権力側は，わが国の世論は，80％近くの国民が死刑制
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度を肯定しているとされています。死刑廃止は，被害者感情からしても，時期尚早
であって，凶悪犯罪が起こる中で，人を殺した人間がのうのうと生きていることに
納得がいかないということです。しかし，死刑廃止のための検討課題として，誤判
は問題とされていません。谷垣元法務大臣も，記者会見で，死刑執行の根拠として，
世論と被害者感情を指摘していました。ご存知のように，わが国だけではなく，フ
ランス，イギリスを初めとする世界中の国々では，国民の世論の過半数が死刑の存
置を肯定という事実があります。ある社会学者によれば，世論ほど，ばかげている
ことはないといいます。それだけに，世論は，死刑存置の根拠となり得ないという
のが一つの姿勢です。しかし，日本における死刑制度のかかる調査を検討するに，
誘導的でありすぎています。また絶望的な質問もなされています。しかし，多数が
死刑賛成であることを前提に，死刑存廃の根拠にするのは間違いだと思います。
　私は，世論は，死刑存置の根拠となり得ないと思います。ところが，世論は，ば
かげたことであるというのは，簡単であり，正論ではあるのですが，しかし，現実
問題として，調査のための，いかに質問内容を変えようと，死刑賛成者がいるので
す。私達は，この大きな壁を自覚しながら，対峙して行く必要があります。そのよ
うな姿勢が大切です。死刑に反対する人がいるのは，当然です。確かに，死刑のあ
り方について，30％また40％の「わからない」と答えた人まで，死刑存置賛成に
包含するのは，不可解です。しかし，このような状況の中で，自分の近くに，被害
者感情を抱く人は，そんなに多くの人がいるわけではありません。
　私は，死刑制度に意識ある人々である，弁護士，裁判官または大学の法学者の調
査をしたこともあります。また，さらに調査を実施する必要があると思います。し
かし，現状では，世論を無視するわけではありません。むしろ，このように多くの
死刑の存置を認める人がいる中で，我々は，どのようにして，このような人々を説
得して，この問題に率直に対応して行くべきかについて，基本的な姿勢を考えてい
かなければならないと考えている次第です。
　3．被害者問題と被害者補償制度
　横浜に一ノ瀬さんという人がおられました。暴力団により殺された息子のために，
こんな悔しいことはないとして，被害者に対して，一銭の保障もないことに納得が
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いかないとして，被害者補償法の制定のための運動に尽力された方です。私も協力
しました。現在は，補償額も上昇しておりますが，しかし，被害者問題，息子の死
が，金銭で解決できる問題では決してありません。殺した側も，殺された側も，双
方にとって，不幸は続くのであり，死刑されたからといって，「殺された」という
思いが消えないのです。残念ながら，人間は，人を殺すんです。昨日も，あらかじ
め刃物を用意して，女性を殺す事件が起きました。死刑制度があるとなかろうと，
人間は人を殺すんです。私の聞きかじる所では，ライオンの雄の例も指摘されます。
雄のライオンは，乳飲み子を連れている雌とセックスができないので，その子を殺
すというのです。ライオン同様，人間も，人を殺す動物です。これは事実です。死
刑があろうとなかろうと，人間は人を殺す動物であるいう，この基本的なこのよう
な認識を持っている必要があります。そうして，被害者に対して，真摯に向き合う
ことが必要です。精神的な意味でのあらゆるケアーをする必要があります。他の先
進国では，このような対応をしております。しかし，被害者は，このようなことで
は決して納得しないので，ならば，死刑に代わって，終身刑を導入して，被害者に
とって，殺害者が二度と殺人を犯さないようにする。殺害者を二度と娑婆に置かな
い，死ぬまで，ということです。そうするならば，被害者にも，死刑の有無につい
て，理解してもらうことが必要です。ところが，家族が殺されたときに，「被害者
を殺さなくてもよい」などとすると，マスコミから，「そんなことを言って家族と
して恥ずかしくないか」などと顰蹙を買うこと，涙ながらに，「死刑にして欲しい」
などと訴えることもパターン化されています。私たちには，国家が死刑存置の根拠
としている，世論や被害者感情は虚構です。しかし，私達は，世論などの問題をど
うでも良いなどとするのではなく，真摯に対峙することが必要であると思います。
　4．全世界が死刑廃止に向かっているということ
　死刑廃止は，わが国だけの問題ではありません。国連レヴェルでも，世界人権宣
言，国連人権規約，死刑廃止条約が制定されてきました。また，その後フランスの
トーブ（Michel Taube）さんらにより，市民団体が結成され，その第１回死刑廃止
世界会議（主催：ECPM 死刑廃止連合）が，2001年に，フランスのストラスブール
で開催されました。私もシンポジウムに参加いたしました。その後，わが国でも，
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10月10日が，「死刑を考える日（死刑廃止デー）」ということになっています。
　死刑廃止は，全世界の問題，死刑廃止に向かっているということを事実として認
識する必要があると思います。すなわち，EU のすべての構成国，欧州評議会では
ベラルーシを除く国々，また，ロシアも死刑を廃止しています。さらに，トルコの
EU 加入のために死刑廃止，または，執行停止しております。USA では，州ごと
により対応が異なりますが，17州が死刑を廃止しています。USA も，事実上，国
家としては，執行しておりません。事実上，廃止国です。さらに，韓国は，17年前
から死刑を停止しています。日本だけが取り残されているのです。死刑廃止に向け
て一歩でも，前進する必要があると思います。
　私は，1991年にイアン ･ グレイス＆モイラ・スタンレーの著書『死刑★アメリカ
の現実（上，下）』（恒友出版）を翻訳出版し，20年前，終身刑（LIFE SENTENCE）「死
刑廃止に向けて」という内容の論文を書いて，終身刑の紹介をしました。また，最
近，大阪弁護士会死刑廃止検討プロジェクトチームにより『終身刑を考える』（日
本評論社）が刊行されました。このようにして，我々は，終身刑により二度と殺さ
せない状況作りをする必要があります。その準備作業として，死刑に関する調査活
動として，研究グループで，一昨年は，韓国を訪問して17年間の死刑の執行停止と
終身刑法案のあり方を調査しました。そして，昨年は，テキサス州，今年は，カリ
フォルニア州の刑務所等を訪問して，終身刑（「仮釈放のある終身刑」と「仮釈放の
ない終身刑」をまとめて「終身刑」といいます）の採用状況などを調査してきました。
　わが国では，無期懲役というものがあり，10年過ぎると仮釈放の可能性が認めら
れますが，実状は，容易に仮釈放が認められていません。ある人は，30年間仮釈放
されないので，わが国には，終身刑
があるなどと非常識なことを主張し
ておりますが，とんでもないことで
す。では，死刑に代替する終身刑と
は，どのようなものでしょうか。わ
が国で，終身刑が採用される前に，
その弊害を指摘している人々がいま
す。しかし，終身刑を採用していな
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いのに，その弊害を強調することにどのような意味があるのでしょうか。確かに，
終身刑の弊害を語りうるのは，欧州のように，死刑を廃止した国の話であって，そ
の議論を，わが国に持ってくるのは論外であると言わなければなりません。日本の
状況は，欧州のそれとは前提が異なっているのです。
　死刑制度のある日本では，死刑確定囚は，明日処刑されるかも知れないとの精神
的な病，気を狂わせるようなとんでもない状況におかれているのです。３畳一間の
終身に及ぶ拘束であっても，お前を処刑することはしないということは，彼らにと
って，この上ない安心となります。今日を生きることができるのです。ドストエフ
スキーの小説に，手，足を切ってもよいし，両眼をえぐってもいいが，「命だけは
取らないでくれ」という状況が描かれています。そのような現実を眼の前にすると，
私は，死刑だと全てをなくしてしまう。しかし，これから採用する終身刑とは，限
りなく死刑に近い，命だけを取らない終身刑であるべきだと思います。裁判官も，
その終身刑を判決で採用することに至ると思います。この主張の根拠として，USA
などの豊富な経験があります。死刑廃止運動や死刑執行後の何十件の弁護士会の反
対批判声明などなされても無意味に近いと考えます。権力は，そのようなことによ
り揺るぐはずが無いのです。
　死刑があるときには，誤判について論ずることはできません。袴田事件，飯塚事
件などの誤判を回避することができるのは，死刑廃止によってだけです。この目的
を達成するためには，世論，被害者感情，誤判が大きなインパクトを与える要素で
あり，これらの要素について，理解を深めることも，今日のフォーラムの意味があ
ると思われます。
　5．2020年のオリンピック開催に向けて
　2020年に開催されるオリンピックに向けて，死刑を廃止するために，さらにお話
をいたします。ある外国人女子留学生が，高級な自動車が走っている日本で，いま
なお，死刑があり，縄で人の首を絞めて死に至らしめる刑罰があるとは知らなかっ
た，そう話した人がおりました。そして，その友人である日本人の学生も知りませ
んでした。オリンピックの開催に向けて，立派な建物を作り始めていますが，日本
の品位を持つためには何も役立っていません。私達は，精神的な支柱を築くべく，
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また，ダーティな国のイメージを払拭すべく，死刑「執行を停止する」ことにより，
日本の品位（DIGNITY）を回復して，保持することが必要です。私は，わが国日本
が近代国家として，成熟していないと思います。先進国と言われていますが，民主
主義また法による支配が実現しているとしても，死刑がある限り，到底，そのよう
にいえるはずがありません。
　死刑の廃止と共に，日本の刑務所の収容者に対する処遇の酷さについても言及す
ることが必要です。わが国の収容者に対する処遇は，ドストエフスキーの生きてい
た頃，100年前のロシアの刑務所と同一の酷さです。ドストエフスキーは，自分の
体験を小説で記載したのです。ところが，わが国では，ほとんど誰もが，この事態
について批判しないのです。そこでは，次のような刑務官の台詞が処遇の酷さを象
徴します。“処刑される者を考えるならば，お前達は我慢しろ。”刑務官は，自分の
立場だけを考えて，このように振る舞っていることに対しては，決して許せないと
言わざるを得ません。このような独善的な振る舞いに振り回されてはいけません。
死刑が廃止になり，停止されるとすれば，このような台詞の前提がなくなることに
なるでしょう。
　私達は，終身刑に反対する人々に，その意義を説くことにより，まず，前提とし
て少なくとも死刑執行の停止を実現する必要があると思います。
死刑か，仮釈放のない終身刑か
──カリフォルニア州とテキサス州を調査して──
“The Life Imprisonment in USA”
小川原優之（弁護士，日弁連死刑廃止検討委員会事務局長）
　1．日弁連による死刑廃止についての全社会的議論の呼びかけ
　日弁連の組織は，日本の弁護士の強制加入の組織で，2014年２月にその加入数も
５万人を超えております。弁護士にも，様々の出自があり，元裁判官や元検察官が
おります。そして，死刑制度についても，死刑賛成論の方も一杯おられます。しか
し，日弁連の組織として，人権擁護大会で議論の上で決定・宣言された死刑に関す
